
有明海の環境変化の要因に関する調査
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（有明海における水質の鉛直観測結果）

○ 有明海湾奥部西側海域及び諫早湾では、７月

上旬以降の水温躍層の形成（６月下旬の梅雨明

け後の晴天の連続や気温の上昇による表層の水

温上昇）、及び７月中旬や８月中旬の塩分躍層

の形成（７月中旬や８月中旬の降雨）により成

層化したため貧酸素状態となった。

○ 酸素飽和度の鉛直分布をみると、水温躍層の

形成に伴い、７月７日には有明海湾奥部西側海

域で貧酸素水塊が形成され、その後、７月20日

に一旦解消した。

○ ７月28日以降は水温躍層や塩分躍層の形成に

伴い、貧酸素水塊が発生し、有明海湾奥部西側

海域と諫早湾で別々に形成されていることが確

認された。

１．貧酸素現象調査

○ 貧酸素水塊の発生頻度は、有明海湾奥部西側海域と諫早湾中央から北部沿岸域で高く、
これらの海域では貧酸素水塊が別々に形成。

○ 有明海湾奥部西側海域や諫早湾中央から北部沿岸域では、海中の有機懸濁物や底泥の

有機物が多い粘土やシルトの堆積物が多く、底泥の酸素消費量が多いため貧酸素水塊が

頻発しているものと推定。

令和４年度の状況（調査継続中）

これまでに得られた知見

貧酸素水塊形成のメカニズム

出典元：水産技術研究所 環境・応用部門 沿岸生産システム部

酸素飽和度の平面分布（８月４日）
（有明海一斉観測及び八代海共同観測結果）

貧酸素水塊の形成
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２．赤潮調査

これまでに得られた知見

衛星画像デ－タ(クロロフィルａ)でみた令和４年６月下旬の赤潮の発生状況

令和４年度の状況（調査継続中）
○ ６月下旬には、珪藻類の赤潮が発生。

７月上旬以降には、主にラフィド藻類のシャットネラ赤潮が発生
し、７月上旬から８月上旬にかけて渦鞭毛藻類のアカシオ サング
イネアの赤潮も発生。

８月中旬から下旬にかけて、珪藻類の赤潮が発生。

これらの赤潮は、主に有明海湾奥部（福岡県沖、佐賀県沖）や諫
早湾（長崎県沖）、有明海中央東部（熊本県沖）において発生。

○ ７月下旬に八代海で発生した渦鞭毛藻類のカレニアミキモトイの
赤潮が、８月中旬に有明海湾口部でも発生。この赤潮により、熊
本県天草海域で中間育成中のタイラギが一部へい死。

〇 クロロフィルａは有明海湾奥部（福岡県沖・佐賀県沖）と諫早湾、
有明海中央東部（熊本県沖）など、それぞれの海域で増加してお
り、赤潮が特定の海域から有明海全域へと拡大する状況は見られ
ておらず、これまでと同様の傾向であった。

有明海における赤潮発生件数及び赤潮発生日数の推移

注）各年度、4～3月の集計値である。

衛星画像デ－タ(クロロフィルａ)でみた令和元年７月下旬～８月上旬の赤潮の発生状況

注）衛星画像データによるク
ロロフィルa濃度は、濁り
の影響を受けるため、浅
海域（基本水準面0ｍ以
浅）は除外した。

令和４年６月28日 13:41 令和４年６月29日 12:45 令和４年６月30日 13:28

令和元年７月31日 13:49 令和元年８月１日 12:53 令和元年８月２日 13:37

有明海
湾奥部

有明海
中央
東部

諫早湾

１．クロロフィルａ衛星画像データによる赤潮の拡大状況

クロロフィルａは諫早湾内と有明海湾奥部（福岡県沖・佐賀
県沖）、有明海中央東部（熊本県沖）など、それぞれの海域で
増加しており、赤潮が特定の海域から有明海全域へと拡大する
状況は見られていない。

２．年間の赤潮発生件数及び発生日数

有明海では平成14年度まで増加傾向にあったが、それ以降、
平成18年度まで減少傾向となり、平成19年度以降は概ね横ばい
で推移。

令和３年度（４～３月の集計値）の有明海の赤潮発生件数及
び発生日数は、直近10か年と比べて、同程度であった。

注）衛星画像データによるク
ロロフィルa濃度は、濁り
の影響を受けるため、浅
海域（基本水準面0ｍ以
浅）は除外した。

※７月末までの九州漁業調整事務所
「九州海域の赤潮発生状況」を
基に作成【５月・６月の発生】 【７月の発生】

赤潮の分布状況

※水産庁九州漁業調整事務所「九州海域の赤潮」データを基に作成
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３．底質環境調査

○ 平成19年度までの底質攪拌調査結果及び各県が実施した福岡県沖、佐賀県

沖、熊本県沖、諫早湾の既往底質調査結果をもとに、平成20年度に底質特性

に基づくクラスター分析を行い、底質特性別海域区分図を作成。その後、各

年度の調査結果を追加していくことで精度を向上。

○ 底質毎の調査により、泥質の底質において海底攪拌による改善効果が高い

ことを確認。

○底質調査(底質攪拌)

底質攪拌前後における強熱減量、硫化物等の底質の変
化状況を把握し、底質攪拌もしくは貝殻散布・攪拌によ
る効果を把握するとともに、攪拌前の底質データをもと
に海域区分図を更新。

（令和４年度の取組：長崎県沖４区域、

熊本県沖４区域）

底質攪拌後（3ヶ月後）の強熱減量及び硫化物の減少割合（H16～R3のデータ)

これまでに得られた知見

令和４年度の状況（調査継続中）

底質特性別海域区分図(R3)

○底質調査(柱状採泥)

筑後川河口域を中心に浮泥厚の変化を把握するため、
潜水士による柱状採泥を行い、浮泥厚や底泥中の強熱減
量、酸揮発性硫化物（AVS）等を分析。
（令和４年度の取組

：福岡県沖（柳川沖地先～大牟田地先）58地点、

佐賀県沖（有明海湾奥部）60地点、

長崎県沖（諫早湾周辺）30地点、

熊本県沖（有明海熊本県地先）12地点）
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
4-7月

合計

令和3年度 64 4,099 4,301 1,392 1,909 4,080 2,914 218 9,856

令和4年度 0 2,385 5,475 607 8,467

前年比 0% 58% 127% 44% 86%
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○ 有明海におけるナルトビエイ来遊量は、DOIRAP法※で推定。経
年変化では、平成20～22年度には40～50万個体の来遊量があった
が、平成23年度以降減少し、平成24年度以降は概ね10～20万個体
で推移。令和3年度には10万個体以下に減少。

○ 調査開始の平成20年度に比べ半分以下まで減少し、そのレベル
で維持できており、捕獲取り上げ効果によるものと推定。

○ 水産有用二枚貝類の摂餌量は、平成20～22年度の2,000～2,500
トンから、平成24年度の200トン以下にまで減少し、平成25年度
以降は1,000トン程度で横ばいの状況。

○ 摂餌量の大半を占めるサルボウは漁場外での摂餌も見られると
の研究成果があるものの、ナルトビエイの水産有用二枚貝類の摂
餌量は漁獲量の13～59％（H20～H23、H25～H29の実績）に相当し、
漁獲量が年々減少している水産有用二枚貝類にとって摂餌の影響
は小さくないと推察。 〔ナルトビエイ推定来遊量の経年変化（DOIRAP法）〕

４ー１．二枚貝類等生息環境調査（ナルトビエイによる水産有用二枚貝類への影響）

令和４年度の調査結果（調査継続中）

これまでに得られた知見

○ 令和４年７月末までのナルトビエイの捕獲個体数（暫定値※）
は8,467個体（約110トン）と、捕獲数は令和３年度と比べて約
1,400個体減少（86%） 、重量は約15トン増加（115%）した。推
定来遊量、捕獲個体数ともに少なかった令和３年度と同様、令和
４年度の捕獲数は少ない。

※ DOIRAP法：捕獲されたナルトビエイのサイズデータを元に、年齢構成、寿命、生残率、産仔数などの生態情報を加味して、年齢別の来遊量を推定する方法

※平成30年度は体盤幅、生残率、混獲率、令和元年度、令和２年度は生残率、混獲率の調査を実施

していないため、平成27～29年度の3ヵ年の平均値を使用してDOIRAP法で推定した参考値を示した。

〔有明海沿岸４県の月別ナルトビエイ捕獲個体数（４県合計）〕

※ 調査は11月末まで実施しており、本資料は途中報告の値となる。
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〔胃内容物採取状況〕 〔胃内容物を確認したアカエイ類４種〕

○ 二枚貝類を専食するナルトビエイ来遊量の減少傾向がみられる一方で、その他の食害生物として、熊本県や福岡県の漁業関
係者からアカエイ類が二枚貝類を摂餌しているとの情報が多く寄せられた。

○ 本調査では、有明海に生息するアカエイ科魚類６種※の胃内容物組成を調べて、二枚貝類への食害の実態を調べた。本年度
は、令和３年度からの２年目の調査で、１年目は８～10月、２年目は５～７、９～10月の調査を予定しており、調査、分析済
みの本年７月までの結果を示す。

※出典：山口敦子、古満啓介、田北徹（2009）２章 有明海の魚類相、干潟の海に生きる魚たち－有明海の豊かさと危機－（日本魚類学会自然保護委員会編、）、p.15～21、東海大学出版会

４ー２．二枚貝類等生息環境調査（アカエイ類による水産有用二枚貝類への影響）

令和３～４年度の調査結果（調査継続中）

背景と目的

アカエイ ヤジリエイ アリアケアカエイ シロエイ

○ これまでの調査で、アカエイ51個体、
ヤジリエイ14個体、アリアケアカエ
イ８個体、シロエイ６個体の胃内容
物を確認した。

〔アカエイ類の胃内容物重量比（％）〕〔アカエイ類の胃内容物確認個体数内訳〕

○ アカエイ２個体の胃内容物からそれぞれ二枚貝類のマテガイ属とウネナシト
マヤガイが確認されたが、多くの個体は甲殻類、多毛類、魚類を摂餌していた。
ヤジリエイ、アリアケアカエイ、シロエイはそれぞれ数個体～十数個体の確認
ながら二枚貝類は確認されず、甲殻類、多毛類、魚類を多く摂餌していた。
※ 調査は引き続き実施しており、本資料は途中報告の値となる。

アカエイ 3.0 0.0 2.0 39.7 17.9 25.9 11.6

ヤジリエイ 0.0 0.0 0.0 64.1 11.1 24.8 0.0

アリアケアカエイ 0.0 0.0 0.0 38.5 36.5 0.0 25.0

シロエイ 0.0 0.0 0.0 50.0 33.3 0.0 16.7

※表中の赤マスは50％以上、淡赤は20％以上を示す。赤文字は二枚貝類が確認されたことを示す。

その他
(ﾅﾏｺ,不
明種など）

多毛類
(ｺﾞｶｲ)

魚類
(ﾊｾﾞなど）

種名 二枚貝類 巻貝
頭足類
(ｲｶ)

甲殻類
(ｴﾋﾞ,ｶﾆ,
ｼｬｺなど）

年度 アカエイ
ヤジリ
エイ

アリアケ
アカエイ

シロエイ

R3 44 5 1 1

R4 7 9 7 5

51 14 8 6合計
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